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要　約
　オープンデータとは，国，地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち，国民誰もがインターネッ
ト等を通じて容易に利用できるよう，①営利目的，非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用され，②
機械判読に適したものであり，③無償で利用できるものとして公開されたデータを指す。日本でも，国や地方
公共団体がオープンデータ化に積極的になり，また，それを活用する民間企業は出てきているものの，イギリ
ス，アメリカ等と比較すると，オープンデータを活用した事業への資金注入量等の点で課題は残る。そこで，
弁理士によるオープンデータ活用事業の知財戦略構築支援を通じて，オープンデータ活用の活発化を図ること
が考えられる。すなわち，オープンデータ基本指針においては，オープンデータ活用の主体の1つとして「ベ
ンチャー企業」（スタートアップ）が挙げられているところ，昨今のスタートアップへの投資金額の増加状況
を踏まえスタートアップがオープンデータの活用主体となり，上記課題を解決することが考えられる。スター
トアップによるオープンデータの活用にあたっては，オープンデータそれ自体は解放されたものであるもの
の，オープンデータを活用した事業について知財を活用し，参入障壁を設けることによって，当該事業につい
てエクイティファイナンス（株式を活用した資金調達）等による資金投入の前提を作ることが考えられる。な
お，知財の活用方法については，オープンデータを活用した事業の類型によって考慮しなければならないが，
近年リーンスタートアップの手法（必要最小限度の機能でプロダクトをローンチし，ユーザーの反応やフィー
ドバックを踏まえ，機能の追加や改良等を行っていく手法）が採られることが多く，プロダクトがマーケット
インされてから国内優先権の期限である1年の間に有用な改良がなされることに鑑み，必要に応じて国内優
先権を活用することも望ましい。また，オープンデータの活用方法によっては，「限定提供データ」（不正競争
防止法2条7項）としての保護の可能性も検討する必要がある。
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1.はじめに
　近年，データの「量」と関連してビッグデータの利
活用が，データの「内容」と関連して GDPR（General 
Data Protection Regulation：EU 一般データ保護規
則）等において個人情報の取り扱いが議論され，様々
な文脈において「データ」が注目を集めており，デー
タの活用が企業の事業戦略における重要な課題の 1 つ
となっている。そこで，本稿においては，データの

「形式」と関連してオープンデータに着目し，国内外
のオープンデータの活用例を参照しながら，日本にお
けるオープンデータ活用に際しての課題を踏まえ，弁
理士によるオープンデータ活用事業の知財戦略構築支
援を通じたオープンデータ活用の活発化を図るべく，
オープンデータの活用における知財戦略の可能性につ
いて検討する。
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2.オープンデータとは
　オープンデータ基本指針（1）によれば，オープンデー
タとは，国，地方公共団体及び事業者が保有する官民
データのうち，国民誰もがインターネット等を通じて
容易に利用（加工，編集，再配布等）できるよう，次
のいずれの項目にも該当する形で公開されたデータを
指す（2）。
　　① 営利目的，非営利目的を問わず二次利用可能な

ルールが適用されたもの
　　②機械判読に適したもの
　　③無償で利用できるもの
　上記の定義のとおり，オープンデータとは，国や地
方公共団体が保有する情報に限られたものではない
が，昨今の国内外でのオープンデータが活用された事
例としては，国又は地方公共団体が自らの保有情報を
開示し，民間企業が当該オープンデータを活用する例
が多くみられ，特に日本においては国又は地方公共団
体が保有するオープンデータを活用する余地がまだ多
く残されていると考えられることから，本稿では，国
又は地方公共団体が保有するオープンデータの民間企
業による活用に着目して検討する。
　なお，オープンデータの利用に際しての当該データ
についての著作権等の利用許諾条件（3）（4）について，営
利目的の利用を禁止した場合や二次利用を禁止した
データをもオープンデータとして扱う例もあるが（5），
本稿においては，上記のオープンデータの定義のとお
り，本営利目的，非営利目的を問わず二次利用可能な
ルールが適用されたものをオープンデータとすること
を前提とする。弁理士としては，依頼者が事業におい
てオープンデータの利用を望んでいる場合は，①上記
の定義に照らし，当該データが「オープンデータ」に
該当するか（特に営利目的の利用や二次利用が許可さ
れているか否か），②当該データが「限定提供データ」

（不正競争防止法 2 条 7 項）としての保護を受けない
こと（同法 19 条 1 項 8 号ロに該当すること（6））を確
認する必要がある。

3.国内外におけるオープンデータへの取組
　（1）�　日本においてオープンデータが注目された経

緯及び政府の取り組み
　東日本大震災時，政府は，支援制度情報を外部サービ
スで利用するための API（Application Programming 
Interface）の提供を行う（7）等，被災地の情報等が様々

なチャンネル及び態様で届くよう，各種データを公開
した。そして，これらの情報が企業・個人の手によっ
て分かりやすく加工され，様々なチャンネルで展開さ
れ，多くの人に届けられた。このことをきっかけに，
日本においても，政府等が保有する情報を公開し，さ
らにそれを利活用することの価値に注目が集まった。
そこで，オープンデータの利活用を目指すべく，2012
年 7 月，IT 総合戦略本部において，「電子行政オープ
ンデータ戦略」が策定された。同戦略においては，

①政府自ら積極的に公共データを公開すること

②機械判読可能な形式で公開すること

③営利目的，非営利目的を問わず活用を促進すること

④ 取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組

に着手し，成果を確実に蓄積していくこと

が基本原則とされた（8）。
　「電子行政オープンデータ戦略」に基づき，平成 28
年には官民データ活用推進基本法が制定され，同法
11 条により，国及び地方公共団体はオープンデータ
に取り組むことが義務化され（1 項），事業者が保有
する官民データであって公益の増進に資するものにつ
いては，同様の措置を講ずる努力義務が規定された

（2 項）。平成 29 年には，上述のオープンデータ基本
指針やオープンデータに関する政府標準利用規約（9）が
制定され，政府等の保有する情報をオープンデータと
して活用する土台が整えられてきた（10）。なお，オー
プンデータ基本指針においては，各種情報のオープン
データ化の目的の 1 つに，「ベンチャー企業等による
多様な新サービスやビジネスの創出，企業活動の効率
化等が促され，我が国全体の経済活性化」することも
明記されている。

　（2）　日本の各地方公共団体における実際の取り組み
　地方公共団体の取り組みについて，都道府県レベル
では，平成 30 年 4 月 30 日時点で全都道府県が何らか
の形でオープンデータに取り組んでいる（11）ものの，
市区町村のレベルでは平成 31 年 3 月 11 日時点で約
24％にとどまっている（12）。
　もっとも，金沢市（13），鯖江市（14）等，オープンデー
タ化やオープンデータの活用に積極的な市区町村も存
在する。例えば，金沢市における取り組みの実例とし
て，コード・フォー・カナザワの開発したアプリ
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「5374（ゴミナシ）.jp」（15）が挙げられる（16）。環境問題が
深刻化する中，ごみの適正な収集・処理は各地域で課
題となっており，住民の側においても，居住地域や
引っ越した先で，ごみに関する情報が手軽にわかりや
すく入手できれば，ごみの処理状況の改善に繋がると
考え，コード・フォー・カナザワは，正しいごみの捨
て方に着目し，金沢市が公開している「ゴミ分別辞
典」を活用して 5374.jp を開発した。
　5374.jp では，一番近いゴミの日とジャンルが色分
けされて上から順番に表示されており，「いつ」，「ど
のゴミ」を捨てればよいかが一目でわかるようにデザ
インされている。

　さらに，燃やす・資源といったゴミのジャンルを
タップすると，捨てることが可能なゴミの一覧を見る
ことができる。5374.jp のプログラムは公開されてお
り，全国の市町村への導入が可能となっている。ま
た，外国の自治体等でも導入可能なように英語版も用
意されており，グローバルな展開も視野に入れられて
いる。

　（3）　諸外国におけるオープンデータへの取り組み
　ア　EU
　EU で は，2003 年 12 月 に， 公 共 デ ー タ（Public 
Sector Information。以下「PSI」という。）利活用指
令（以下「PSI 利活用指令」という。）（17）が発せられ，
加盟国は，公的機関が保有する情報の再利用が可能な
場合には，商業・非商業の目的を問わずこれらの情報
の再利用可能性を確保することとされた。そして，
2013 年 6 月には，再利用の原則義務化，適用対象機
関の拡大等について，PSI 利活用指令が大規模に改正
された（国家機密や第三者の権利等の適用除外に該当

（https://www4.city.kanazawa.
lg.jp/11010/opendata/5374.html
より引用）

しない限り，各国政府は PSI の再利用を原則として
認めるようオープンデータを義務化することや，PSI
の公開に当たっては極力機械判読可能な形式とするよ
う努力義務を課すること等）（18）。
　以上を踏まえ，イギリスでは，2011 年 11 月に，
オープンデータを活用したビジネスを本格的に立ち上
げ る た め の 組 織 と し て 非 営 利 団 体 の Open Data 
Institute（ODI）（19）が政府と民間資金により設立され
た。ODI の活動資金について，政府外公共機関であ
る Innovate UK（旧 Technology Strategy Board）が
設置する機関で，政府は，5 年間にわたって 1000 万
ポンドの予算を割り当てると発表した。ODI のリー
ダーは，ティム・バーナーズ = リー（Tim Berners-
Lee）氏と，サウザンプトン大学教授でオープンデー
タ標準の専門家であるナイジェル・シャドボルト

（Nigel Shadbolt）氏が務めている。
　イ　アメリカ
　2009 年に発足したオバマ政権が，市民に開かれた
透明性の高い政府の実現を目指す「オープン・ガバメ
ント」イニシアティブ（20）を推進し，連邦政府並びに
州政府の保有する多様なデータの公開・共有が進んだ。
　そして，アメリカにおいては，市民等の民間サイド
がオープンデータ等を活用して社会課題を解決してい
くシビックテックの活動を支え，公共部門のイノベー
ションを促進するうえで，政府・地方自治体による資
金供給が重要な役割を果たしている。米国の調査会社
IDC によれば（21），2015 年にアメリカの州政府や地方
政府は IT に 255 億ドルを投資したが，そのうち 64
億ドル（24％）がシビックテックを対象としたもので
あり，2013 年から 2018 年にかけてシビックテックへ
の投資は，アメリカの州・地方政府における従来の
IT 投資の 14 倍の速さで増加するだろうと予測されて
いる。さらに，アメリカでは，連邦政府や州政府・地
方自治体のみならず，財団や企業がシビックテックを
支援していることも特徴的である。ナイト財団によれ
ば，民間・慈善部門による 2010 年のシビックテック
への投資額は 2500 万ドルであったのが，2011 年から
2013 年の合計は 4 億 3100 万ドル以上となった（22）。

4.日本における課題と知財活用の可能性
　（1）　課題―資金供給量の不足―
　以上の国内外のオープンデータへの取り組みを踏ま
え，日本のオープンデータの活用について様々な課題
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が挙げられているが（23），海外に比して，オープンデー
タの活用が事業につながっている例が少ない点及び資
金注入量が少ない点が挙げられる。すなわち，現状の
日本におけるオープンデータの活用は，ボランティア
による活動に支えられている部分が小さくなく，オー
プンデータの活用を幅広く，かつ，継続的にビジネス
へと繋げていくためには，活動資金や開発資金等が必
要になるのであって，そのためには，オープンデータ
の活用を事業化し，資金が注入される仕組みを作る必
要がある。
　そこで，注目に値するのは，「ベンチャー企業等に
よる多様な新サービスやビジネスの創出」がオープン
データ基本方針において言及されていたことである。
昨今，ベンチャー企業（スタートアップ）への投資額
は年々増加してきており（24），オープンデータを活用
する事業をスタートアップが行い，説得的な事業戦略
を構築できれば，エクイティファイナンスによって十
分な事業資金を獲得することが可能になるものと考え
られる。

　（2）　更なる利活用の可能性―知財活用の余地―
　他方，オープンデータはそれ自体が解放されている
ため，資金注入する前提として，資金投入後の成果を
守る参入障壁を構築しなければ，投資してもすぐに後
発に模倣されるリスクが残り，投資が消極的になりか
ねない。したがって，特に，参入障壁を既存の資産に
より構築しづらいスタートアップの場合，特許権等を
活用し（25），オープンデータを活用する事業における
参入障壁を構築することが考えられる。そして，ス
タートアップには通常知財担当者がいないことを踏ま
え，弁理士によるこの点についての積極的な提案が期
待される。
　もっとも，オープンデータを活用する事業といって
も，当該事業においてオープンデータがいかに活用さ
れるかによって，スタートアップ又は大企業のいずれ
が適した事業なのか，また，知財を活用する方法等は
異なる。そこで，以下，オープンデータの活用方法に
応じて事業を類型化し（26），当該類型における知財の
活用可能性について検討する。

5.オープンデータ活用における知財戦略
（1）�　自社資産と組み合わせることにオープンデータ

の価値を見出す場合
　まず，既存の資産との組み合わせに価値を見出し，
オープンデータの加工それ自体はさほど複雑なもので
はない，というケースが考えられる。例えば，Yelp（27）

の例が挙げられる。
　Yelp は，2004 年 7 月にサンフランシスコで開設さ
れたローカルビジネスの口コミサイトで，現在 1 億
5000 万人以上のユーザー数となり，累積レビュー数
はおよそ 1 億 5000 万レビューと巨大なローカル情報
サービスとなっている。Yelp は，自社のプラット
フォームに登録されている飲食店を，ユーザーがより
安全，安心に利用できるよう，一般ユーザーからの口
コミと合わせ，行政機関が有する各飲食店の衛生状態
に関する情報を掲載し（28），自社のサービスのユーザ
ビリティの向上を図っている。

　Yelp の例で考えると，他社が同じオープンデータ
を活用して Yelp と同様のことを行おうとした場合，
オープンデータである以上，データの利用自体は可能
である。もっとも，Yelp が上記オープンデータの活
用によりユーザビリティの向上を実現しているのは，
自社のプラットフォームに数多くの口コミと共に登録
されている圧倒的な飲食店の数があるからこそであ
り，Yelp が既に保有している資産がなければ同様の
価値を生み出すことは通常困難である。他方，Yelp
が各飲食店の衛生状態に関する情報について，視認性
の向上等は考慮していると思われるが，加工方法に特
別な工夫を施しているようには見えない。

（https://www.yelp.com/biz/kahnfections-san-francisco より引
用。右下に Health Score として衛生情報が掲載されている。
現在，衛生情報については，衛生関係のオープンデータを活用
して事業を営む「HDSCORES」（29）から情報を取得している。）
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　このように，自社資産と組み合わせることにオープ
ンデータの価値を見出す場合には，特許等の知財が決
定的な参入障壁になるというより，既に保有している
情報，信用力，ユーザー数等の自社資産それ自体が後
発に対する参入障壁になることが多く，いわゆる大企
業が活用主体になることが多い。

　（2）�　オープンデータの活用方法それ自体に工夫を
してオープンデータの価値を高める場合

　ア　Zillow の例
　これに対して，オープンデータの活用方法それ自体
に工夫をしてオープンデータの価値を高める場合に
は，組み合わせるべき既存の自社資産のハードルが低
く，オープンデータの利用が誰でも可能である以上，
参入障壁の構築に特許等の知財が活用される余地は大
きい。
　例えば，アメリカでオープンデータの活用に積極的
な都市の 1 つであるシアトルで 2006 年に設立された
Zillow 社の例（30）が挙げられる。Zillow は，政府の統
計，国勢調査，住宅金融公庫などのオープンデータを
活用し，アメリカ全土に渡る売出し中の物件以外の
デ ー タ を 含 め 1 億 件 も の 物 件 情 報 に 基 づ き，

「Zestimate」（登録商標）という不動産価格査定モデ
ル を 開 発 し， 独 自 に 不 動 産 価 格 を 査 定 す る。
Zestimate では，固定資産税の情報と実際に支払った
額，税の特例措置，租税査定人の記録など地方公共団
体などが提供するオープンデータを取得し，活用する
等して，現在の推定価格だけでなく過去の価格の推移

（1 年，5 年，10 年など）や物件の航空写真，近隣地

域の類似物件などが表示され，対象となる物件が公開
されている場合は具体的な面積や寝室や浴室の数など
が表示される。
　Zillow は，サービスローンチ前の 2005 年に 3200 万
ドル，2006 年に 2500 万ドルをエクイティファイナン
スにより調達しているが（31），2006 年の資金調達前に
は不動産の価値算定方法について複数の特許出願を行
い，権利化している（US8676680B2，US7970674B2）。
そして，2011 年には，米国ナスダックへの上場を果
たした。
　Zillow は，不動産に関するオープンデータを，
Zestimate を用いて活用し，オープンデータの価値，
ひいては事業価値を高め，スタートアップとして大型
資金調達に成功し，上場まで果たしており，スタート
アップによるオープンデータの活用を検討するにあ
たって，参考になる一例といえる。そして，Zillow が
創業間もない時期において，オープンデータの活用方
法について特許出願を行っていたことも注目に値しよ
う。サービスのローンチ前に特許出願を完了させてお
くことで，特許出願との関係においては過度に情報を
隠す必要もなくなり（その結果，具体的かつ説得的な
プレゼン及びマーケティングが可能となる），また，
特許という交渉のカードが増えた Zillow は，米国
Yahoo 社が 2006 年に Yahoo! Real Estate を立ち上げ
たときから，同社と提携する等，大型の資金調達や大
企業とのアライアンスに成功してきた。

　イ　国内優先権の活用
　Zillow の例からも，この類型においては，参入障壁
の構築に特許権等の知財が活用される余地は大きいこ
とが裏付けられる。なお，特許出願の際，留意したい
のは，国内優先権（特許法 41 条 1 項）の活用である。
すなわち，近年，スタートアップでよく採られる手法
として，必要最小限度の機能でプロダクトをローンチ
し，ユーザーの反応やフィードバックを踏まえ，機能
の追加や改良等を行っていく手法（リーンスタート
アップ）がある。この場合，早い段階でマーケットイ
ンするため早い段階で特許出願しなければいけないも
のの，他方，マーケットインの段階ではプロダクトは
本当の意味では完成しておらず，マーケットインから
短期間で（多くの場合，国内優先権の期限である 1 年
の間には）プロダクトは改良されていく。そのため，
当初のマーケットインの前には出願を行いつつ，その

（https://www.zillow.com/homes/for_rent/2085193212_
zpid/58.995311,-68.422852,9.709057,-125.200196_rect/3_zm/ より
引用）
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後国内優先権を活用してユーザーのフィードバックを
踏まえて改良結果をカバーできるような特許権を作り
こんでいく必要がある。

　（3）�　オープンデータを活用しながら新たなデータ
を収集して価値を創出する場合

　上記（1）と（2）の類型と併存しうるものとして，
オープンデータを活用しながら新たなデータを収集し
て価値を創出する場合が存在する。例えば，2013 年
に福岡で創業した株式会社ウェルモ（32）の例が挙げら
れる。ウェルモは，全ての介護事業所にアクセスし
て，必要な情報を集めるには時間や手間がかかりすぎ
ることから，市役所に相談し，当時は「オープンデー
タ」として扱われていたわけではないものの，「公開
されている情報だから」ということで，公開情報の
データの提供を受け，事業に着手した（33）。ウェルモ
が次の 3 つのサービス提供を通じてユーザーから独自
に集めた事業者情報とオープンデータが合わさること
で，事業者の特徴（優劣）を表現することが可能にな
り，市民にとって価値ある情報発信を可能とした。3
つのサービスとは，介護に関するニュースや行政情報
などをまとめた介護情報サイト「ミルモプラス」，200
項目以上の検索項目から介護事業所選定が行える検索
機能を備え，保険請求分・自己負担分を計算できる保
険点数計算サービスなどの情報もまとまった「ミルモ
タブレット」，通所介護事業所・住宅型有料老人ホー
ム・サービス付高齢者住宅などが，自社の施設情報を
入力することでミルモタブレットに情報を届ける営業
支援や日々の稼働率などから経営管理が行える「ミル
モプロ」である。なお，ウェルモは，2013 年に介護
用管理情報システムについての特許出願を行い（特願
2013 － 225466），2016 年 3 月に 7500 万円（この時点
で創業より累計 2.1 億円），2018 年 6 月に 4.5 億円の
資金調達に成功している。
　この類型においては，①オープンデータをわかりや
すくまとめ，当該オープンデータについてのユーザビ
リティを上げる段階，②ユーザーの利用等，サービス
提供の結果集まった情報を活用して新たな価値を生み
出す段階に整理できる場合が多い。そして，ウェルモ
がそうであったように，①の段階でいち早くオープン
データのユーザビリティを高める見せ方を構築し，集
まったデータを検討して活用方法を考え，後発が出た
場合に模倣されないよう，②に入る前の段階で，②で

実装するプロダクトについて特許出願を行っておくこ
とが有用と考えられる。なお，この類型においても，
データの集積結果やプロダクトをマーケットインした
後のフィードバックを踏まえた改良に対応するべく，
国内優先権の活用が有効であることは（2）の類型と
同様である。
　なお，特にこの類型においては，「限定提供データ」

（不正競争防止法 2 条 7 項）としての保護の可能性も
検討する必要がある。すなわち，オープンデータその
ものは「限定提供データ」としての保護を受けること
はできない（不正競争防止法 19 条 1 項 8 号ロ参照）
が，オープンデータ活用の過程で新たな情報を収集
し，新たな価値を創出する場合は，当該新たなデータ
については，「限定提供データ」（不正競争防止法 2 条
7 項）として保護される可能性がある。そのため，弁
理士としては，この類型の事業を営む依頼者に対して
は，新たに取得するデータについて「限定提供デー
タ」としての保護の可能性を残すべく，データの管理
体制等についての積極的なアドバイスを行うことが求
められる。

　（4）　総括
　以上みてきたように，オープンデータの活用にあ
たっては，①強みとなる自社資産を多数保有する大企
業が自社資産とオープンデータを組み合わせて活用す
ることが効果的な場合や，②スタートアップがエクイ
ティファイナンスによる短期かつ多額の資金投入を前
提に，オープンデータの活用方法に工夫を施し，新た
な価値を創出することが効果的な場合，また，③大企
業・スタートアップ問わず，オープンデータの活用に
より集まったデータを更に活用して価値を創出するこ
とが効果的な場合が考えられる。
　そして，特にスタートアップが主体となりうる②・
③の場合は，使用するデータそれ自体は誰にでも開か
れたものであるものの，特許を活用して，オープン
データを活用する事業について参入障壁を構築するこ
とで，外部からの資金投入の前提を構築することが可
能となり，現在のオープンデータの活用における課題
となっている資金注入量の不足を解消することができ
るものと考えられる。また，特許戦略を構築する際に
は，近年リーンスタートアップの手法が採られること
が多いことも踏まえ，国内優先権の活用も視野に入れ
る必要がある。
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　したがって，オープンデータの活用において知財戦略
が活用される余地，ひいては弁理士がオープンデータの
活用に貢献できる余地はまだまだ大きいといえよう。
　なお，蛇足にはなるが，上述のように，日本におい
ては地方公共団体によってオープンデータの取り組み
には温度差があるため，スタートアップによる知財戦
略を活かしたオープンデータの活用例が増えること
は，結果的に，オープンデータの活用に積極的な自治
体において，地方の特性を活かしたスタートアップが
増え，スタートアップが大都市圏に集中しがちといわ
れる現状を打破する可能性をも秘めている。この点か
らも，全国の弁理士による知財戦略構築支援を通じ
て，各地でスタートアップによるオープンデータの活
用例が増えることに期待したい。
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